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持続性ある地域イノベーション推進のキー・

ファクターと達成効果の定量分析の試み
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主な内容

１．地域クラスターの成功要素

・欧米クラスター先進事例と日本的成功要素

２．地域科学技術・イノベーション総合指標の構築

・各都道府県における進捗・達成効果の捕捉

３．持続性ある日本型クラスターの形成・展開の方向性

・産学公「協創」の効果と今後の課題



2

2

地域クラスターの成功要素

（出典：「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に
関する調査研究」（最終報告）Policy Study №9, 2004.3）

3

地域クラスターの定義

従来の特定地域産業に

大学や研究所との連携でハイテク要素を加味し、

持続的に発展可能な

地域が主体となり、地域に根付いた

競争と連携を伴う「生態系」としての

産業・知的集積。

当グループの
調査研究における

（狭義のクラスター）
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名称 メンバー 行動 効果

産業集積 企業・自治体 連携 効率

ネットワーク 企業 連携 効率

研究機関・自治体 イノベーション（小）

連携 効率

クラスター 競争 イノベーション（大）

ベンチャー 生態系

研究機関・自治体

企業

コネクト機能

産業集積、ネットワークと比較したクラスターの特徴

5

世界的に認知された先進クラスター

シリコンバレー

ロサンゼルス

シカゴ

：調査地域

オースチン

サンディエゴ

ヒューストン

ノースカロライナ

ボストン
ウィチタ

ピッツバーグ

シアトル

バンクーバ

アトランタ

デンバー

ニューヨーク

ワシントンDC

オタワ

トロント

オウル

ヘルシンキ
ストックホルム

スコーネ

コペンハーゲン

オルボー
エジンバラ

ケンブリッジ

アムステルダム

フランドル ドルトムント

シュツットガルト

ミュンヘン

ロンバルディ

ソフィア・アンティポリス

ローヌ・アルプ

モンペリエ

カタロニア

北京・中関村

上海

新竹

大田・大徳バレー

モントリオール
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①核地域は30分以内のアクセス

②地域としての危機意識

③地域資産を活かす産業への選択と集中

④初期に核となる企業（Anchor Company）が数社存在する

⑤核となる世界レベルの研究開発力がある

⑥産学公の連携・結合

⑦ベンチャー企業の活力

⑧ベンチャーと大企業、大学等との連携

⑨金融、経営、技術、製造等サポートインフラ機関が地元にある

⑩企業、大学、サポート等の連携コーディネーション機関の存在

6．ビジョナリー ⑪研究者をひきつける将来の地域ビジョンを描き実現させる人

7．他産業との融合 ⑫その地域の他クラスターとの融合

8．グローバル展開 ⑬グローバルな取組による市場拡大、イノベーション促進

9．IPO実績 ⑭IPO（株式公開）による信頼度アップ、高成長

10.全国的な認知 ⑮クラスター知名度の向上

11.生活文化水準 ⑯世界的人材の誘致

5．サポート/連携

1．特定地域

2．特定産業

3．研究開発

4．ベンチャー企業

欧米先進事例から抽出したクラスター成功促進の１６要因

7

札幌

北上・花巻

仙台

筑波

浜松

豊橋

名古屋

大阪（彩都）徳島香川

熊本

福岡・北九州

広島

神戸

京都

福井

長野・上田

国内調査対象17地域
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地域クラスターの日本的成功要素

15.他地域からの企業・人材流入

14.地域や国内での注目度ット要素

13.ベンチャー企業群の出現アウトプ

12.他クラスターとの連携・競争

11.世界市場アクセスを目指す大企業との連携

10.核となる地域リーダー

９．地域での産学研連携

８．支援インフラ

７．自治体の主体性促進要素

６．経済的危機感

５．核となるベンチャー

４．核となる中堅企業

３．地場産業・技術

２．世界的技術

１．知的集積形成要素

9

日本的成功要素

形
成
要
素

促
進
要
素

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

要
素

核地域は30分以内のアクセス

地域としての危機意識・地域の
風土・気候

地域資産を生かす産業への集中と選択

初期に核となる企業が数社存在

世界的人材の誘致・衣食住環境

核となる世界レベルの研究開発力

ベンチャー企業の活力・高い人材
モビリティ

ベンチャー企業と大企業・大学等と
の連携

連携コーディネ－ト機関の存在

サポートインフラ機関の存在・VC、
インキュベーションセンター

グローバルな取組による市場拡大

IPOによる信頼度アップ、高成長

ビジョナリーの存在

産学公の連携・結合

他クラスターとの融合

クラスターの知名度の向上集積

萌
芽
期

欧米の成功要因

知的集積

世界的技術

地場産業・技術

核となる中堅企業

核となるベンチャー

経済的危機感

自治体の主体性

支援インフラ

地域での産学研連携

核となる地域リーダー

世界市場アクセス目指す
大企業との連携

他クラスターとの連携・
競争

ベンチャー企業群の出現

地域や国内での注目度
知的集積

他地域からの企業・人材
の流入

地域クラスターの日本的成功要素と欧米の成功要因

立
ち
上
が
り
・摸
索
期

成
長
・
熟
成
期
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地域クラスターの母体形成時の強さ及び今後の促進要素

*注： クラスターの形成／発展段階で強みとして機能した（する）と認められる要素を強さの順に

◎、○、△で表示 ［ <a>＝クラスター母体形成時の強さ ／<b>＝今後の促進要素(案) ］

<a> <b> <a> <b> <a> <b> <a> <b> <a> <b> <a> <b>

形成要素 １．知的集積 ○ ◎ ◎

２．世界的技術 ○ ○  

３．地場産業・技術 ○ ◎

４．核となる中堅企業 ○ ○

５．核となるベンチャー ◎ ◎ △ ◎ △ △

６．経済的危機感 ◎  

促進要素 ７．自治体の主体性 △ ○ △  

８．支援インフラ △

９．地域での産学研連携 ○ △ △ △ ◎ ○

10.核となる地域リーダー △ ◎
11.世界市場アクセスを目指す
   大企業との連携 ◎ ◎ ○ ◎

12.他クラスターとの連携・競争 △ ○

アウトプ 13.ベンチャー企業群の出現

ット要素 14.地域や国内での注目度 △

15.他地域からの企業・人材流入 ○

大　阪
バイオ

神　戸
バイオ

札　幌
IT
浜　松
光・ナノ

福　井
ナノ

京　都
ナノ

11

地域科学技術・イノベーション総合指標の構築

（研究・技術計画学会 第19回年次学術大会
［’04.10.15］での発表より）
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地域における科学技術・イノベーション振興関連施策の進展

●国による地域の科学技術・イノベーション振興に関する施策・制度の整備が進展

文部科学省

農林水産省

環境省

総務省

20012000

地域研究交流促進事業(JST含む）

先端技術を活用した
農林水産研究高度化事業

地域共同研究開発事業（海洋科学技術センター）

地域バイオテクノロジー研究開発促進

官民交流共同研究制度

地域先端技術共同研究開発促進事業

経済産業省
重要地域技術研究開発制度（工業技術院）

19991995

第２期

地域研究開発促進拠点支援事業(RSPP:JST）

都市エリア産学官連携促進事業

研究成果活用（ハイテク）プラザの設置(JST)
地域結集型共同研究事業(JST）

知的クラスター創成事業

20021991 1992 1993 1994

産業クラスター計画

1996 1997 1998 2003

重点地域研究開発促進及び推進事業(JST）

ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーの設置

学術フロンティア推進事業（私立大学）

ベンチャー研究開発拠点整備(2000～2001）→
産学連携研究推進事業（2002～）　（私立大学）

特定大学技術移転事業（承認TLO）

地域提案型研究開発制度（ＴＡＯ）

フロンティア研究の地域展開（理化学研究所）

第1期

都道府県農業試験場との共同研究

国立機関公害防止等試験研究費

沿岸環境・利用の研究開発（海洋科学技術センター）

国立大学における共同研究センターの設置(1987～）

プレ1期

重要地域技術研究開発制度
（地域コンソーシアム含む）

地域コンソーシアム(AIST）

13

「地域科学技術・イノベーション総合指標」の構築
－ インプットから波及効果に至る地域科学技術・イノベーション活動の
進捗・達成効果捕捉に向けて－

アウトプット系指標

特許出願件数

大学等の共同研
究実施件数

品種登録件数

論文数

波及効果系指標

インキュベーショ
ン施設「卒業」企
業数

粗付加価値額

中小企業創造活動
促進法認定企業数

大学等発ベン
チャー企業数

インプット系指標

国の「地域クラス
ター」関連プログ
ラム投入予算額

公的研究機関の使
用研究費

競争的研究資金

「学術研究機関」
事業所数（民営）

科学研究者数

研究機関立地数
（公営）

技術者数

インフラ系指標

経済波及効果

売上増

新製品(事業化)

雇用創出

科学技術系

産業系
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※第１主成分による「説明力」は全体の約56％

8.0%

7.0%

8.4%

3.2%

7.7%

8.8%

7.9%

7.7%

3.3%

4.7%

7.5%

5.1%

5.8%

7.7%

7.1%

22.7%

32.0%

26.4%

18.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%
区分 データの名称 第1主成分

公的研究機関の使用研究費 0.55

国の「地域クラスター」関連プログラム
投入予算額

0.63

競争的研究資金 0.87

科学研究者数 0.76

技術者数 0.84

「学術研究機関」、事業所数（民営） 0.91

研究機関立地数 0.35

県内大学の共同研究実施件数 0.83

論文数 0.95

特許出願数 0.86

品種登録件数 0.83

従業者一人当たり粗付加価値額 0.36

県内大学発ベンチャー企業数 0.77

インキュベーション施設「卒業」企業数 0.51

中小企業創造活動促進法認定企業数 0.82
寄与率 55.66

アウトプット系

波及効果系

インプット系

インフラ系

「地域科学技術・イノベーション総合指標」における各データの「重み」

重み(寄与度）

15

得点伸び率上位25都道府県（1990-2002年度）の推移
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1100

1200

1300

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02

北海道 岩手
宮城 茨城
群馬 埼玉
千葉 東京
神奈川 石川
福井 長野
岐阜 静岡
愛知 京都
大阪 兵庫
岡山 広島
山口 徳島
香川 福岡
熊本 拡大

大阪

神奈川

京都

茨城

宮城

埼玉

東京

順位
1 東京 （ 1 ）
2 大阪 （ 2 ）
3 福岡 （ 6 ）
4 北海道 （ 5 ）
5 京都 （ 7 ）
6 愛知 （ 4 ）
7 広島 （ 9 ）
8 宮城 （ 13 ）
9 神奈川 （ 3 ）
10 兵庫 （ 11 ）
11 茨城 （ 8 ）
12 石川 （ 16 ）
13 千葉 （ 10 ）
14 静岡 （ 12 ）
15 福井 （ 17 ）
16 群馬 （ 18 ）
17 岩手 （ 24 ）
18 香川 （ 30 ）
19 熊本 （ 27 ）
20 長野 （ 15 ）
21 徳島 （ 28 ）
22 埼玉 （ 14 ）
23 岡山 （ 21 ）
24 山口 （ 20 ）
25 岐阜 （ 19 ）

2002年度1990-2002
伸び率順位
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インプット･アウトプット系指標の伸び悩み (｢知の
創出｣拠点の不在、大企業のR&D停滞・自治体財政の
ひっ迫等による「知の活用」プロセスの立ち遅れ）

波及効果系指標の高い伸び（活力ある中小企業等に
よる「知の活用」プロセスの進展）

神奈川
(主成分得点：3位、伸び率：9位)

大 阪
( ’02年主成分得点：2位、1990－2002年伸び率：2位)

上位自治体（主成分得点トップ10）での注目府県比較①

～大都市圏の産業集積地域

103 105 136 166

171 176
179

177

203
224

244

117 121

160

234

592 605
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820
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プレ1期前
（1990）

プレ1期
（1991-1995）

1期
（1996-2000）

2期
（2001-2002）

インプット系 インフラ系

アウトプット系 波及効果系

105 106 120 131

221 231 235 234

197 206 214

123 126
148

180648 660

709

760

198
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プレ1期前
（1990）

プレ1期
（1991-1995）

1期
（1996-2000）

2期
（2001-2002）

インプット系 インフラ系

アウトプット系 波及効果系

17

自治体毎の各指標区分の寄与度プロファイル

A県における「X区分の寄与度の相対比」

※A県における各区分の得点構成比が全国平均と同一のとき,「相対比」は1.0となる。

主成分得点合計(全国平均)／X区分の主成分得点(全国平均)

主成分得点合計(A県)／X区分の主成分得点(A県)
＝

(計算方法)

◆都道府県ごとに、４指標区分（インプット系、インフラ系、アウトプット系、波及効果系）
の相対的な寄与度を可視化するため、各区分の主成分得点の寄与度を全国平均の
寄与度と比較し、レーダーチャートを作成。
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各指標区分の相対比（対全国平均） 関東（１都６県）

茨城県

0.8

1.0

1.2

栃木県

0.8

1.0

1.2

群馬県

0.8

1.0

1.2

埼玉県

0.8

1 .0

1 .2

千葉県

0.8

1.0

1.2

神奈川県

0.8

1.0

1.2

東京都

0.6

0.8

1.0

1.2

関東１都６県

0.8

1.0

1.2
インプット系

インフラ系

アウトプット系

波及効果系

プレ1期前（1990 ） プレ1期（1 991- 199 5）

1期（1 996- 2000 ） 2期（20 01-2 002）

19

各指標区分の相対比（対全国平均） 関西（２府３県）

関西２府３県

0.8

1.0

1.2
インプット系

インフラ系

アウトプット系

波及効果系

プレ1期前（1990） プレ1期（1991-1995）

1期（1996-2000） 2期（2001-2002）

滋賀県

0.8

1.0

1.2
京都府

0.8

1.0

1.2

大阪府

0.8

1.0

1.2

奈良県

0.8

1.0

1.2
兵庫県

0.8

1.0

1 .2
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アウトプット系の順調な伸びに比し、波及効果系が
伸び悩み（公的研究機関の地域産業との連携の希薄
さ、自治体主導の取組みの遅れ）

第1期から第2期にかけインプット・アウトプット系
が順調に伸び、第2期に入り波及効果系も急速に押
し上げ（大学-大企業連携による組織的な「知の活
用」の進展）

茨 城
(主成分得点：8位、伸び率：11位)

京 都
(主成分得点：7位、伸び率：5位)

上位自治体（主成分得点トップ10）での注目府県比較②

～国際レベルの「知」の集積拠点

104 106 123 137
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193
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133

163543 554
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プレ1期前
（1990）

プレ1期
（1991-1995）

1期
（1996-2000）

2期
（2001-2002）

インプット系 インフラ系

アウトプット系 波及効果系

98 99 110 115

168 172 175 169

187 195 218

117 119
127

140
566 577

607
642

183
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（1990）

プレ1期
（1991-1995）

1期
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21

第2期
（2001-2002）

第1期
（1996-2000）

プレ1期
（1991-1995）

プレ1期前
（1990）

イノベーション関連施策の展開状況と地域総合指標のクロス分析

・知的クラスター創成事業対象地域（2002年度）→北海道、宮城、富山、長野、静岡、愛知、京都、大阪、兵庫、広島、徳島、香川、福岡

・JST地域関連プログラム実施地域＊→北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、茨城、群馬、埼玉、千葉、神奈川、石川、福井、岐阜、

静岡、愛知、三重、滋賀、大阪、兵庫、広島、高知、福岡、長崎、熊本、沖縄

（＊地域結集型共同研究事業、又は地域研究開発促進拠点支援事業（ネットワーク構築型）を経て同事業(研究成果育成型）を実施した地域）
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（東京都を除く）

JST地域関連プログラム
実施地域平均***
（26道府県）

合計得点

（対前期間増減率(％) ）

インフラ系(得点)

***対前期比の伸びにいずれも
有意差あり

（有意水準２％：片側検定）
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持続性ある日本型クラスターの
形成・展開の方向性

（出典：「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に
関する調査研究」（最終報告）Policy Study №9, 2004.3）

23

地域イノベーションを支える各要素の「持続性」の確保

持続性の特質要素

・クラスターの形成・発展に関わる地域の主要プレイヤー（産学公各セクター）、

企業・大学発スピンオフ・ベンチャーによる経常的な技術シーズ・起業化ニーズ等に

係る情報共有・流通のための、当該地域共通の「場」・ネットワークの構築
情報

・初期段階のトリガーとしての公的資金・プログラムの活用

・試作開発・量産化試験等の段階でのまとまった資金の確保 （VC、IPO、各種投融資等）
・「知の創出」サイクルへの事業化利益の再投入

カネ

・「ハードインフラ」（研究施設、分析・測定機器、インキュベート施設等）の整備・保持

・事業化に繋がる新たな 「技術シーズ」のリアルタイム・継続的な供給

モノ

・地域の高等教育機関における科学技術系人材の継続的育成

・実践的能力・経験を有する人材、起業家精神豊かな人材の確保・集積

・上記人材による循環的・連鎖的スピンオフ・ベンチャーの創出
ヒ ト

～産学公連携を超えた産学公「協創」の効果～
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産学公セクター間の「刺激効果」

産 ［ Market／Industry］

（Market/Industry）
学［ Academia／人材供給］

官（公）
<施策・プログラム／*公的研究機関〉

連携・交流促進の

ためのプラットフォーム・

コーディネート機能

中間組織（TLO等）

中間組織
(JST,NEDO等)

中間組織

（JST,JSPS等）

①

②

③

④

⑤

⑥

*国立大学法人化に伴い「学」の機能（人材供給を除く）に接近

①：事業化ニーズと知識・技術シーズの的確なフィッティング

「問題解決型」人材供給・契約精神醸成の要請

②：技術・知識の「普遍化」のための理論・フレームの提供

短期的企業利益から持続的イノベーションへのシフトの

ための「軸」の提示

③：効果的R&D・イノベーション促進のための「踊り場」
「触媒」機能の提供

④：「縦割り」意識打破／重点化・システム改革への要請

⑤：法人化に伴う規制緩和／多様性・柔軟性の許容、

人材流動化への要請

⑥：規制緩和／縦割り打破への要請

行政ﾌﾟﾛｾｽ高度化・知識化への人的側面からの寄与

25

大学・研究所 大企業・中堅企業

ベンチャー
ベンチャーと
大学・研究所の連携

直方式

経由方式

ベンチャーの活用で
「イノベーションの
ジレンマ」の克服

「産学研連携」から「産ベン学研連携」へ
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日本型地域クラスターのキーファクター

○優れたリーダー群の同定、地域コミュニティの自由な
発意・構想実現に向けた熱き「想い」の共有

○新たな知の創出・地域の若い人材の育成を担う大学、
人材流動化の「踊り場」・触媒機能を発揮すべき公的
研究機関の機能・活動の高度化

○国内から優れた人材・組織を惹き付けるため、広範な
情報発信や人的ネットワークの構築・発展を通じた各
クラスターの「比較優位性」、ユニークな魅力の国内外
への積極的アピール

27

科学技術・イノベーション振興 地域クラスター

イメージ図
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ナショナル・イノベーション・システムを意識した

首都圏を含むクラスター群構想

I

地

地

地

地
地

地

E

地

地

地
地

世界レベル・
クラスター

多重クラスター

･ネットワーク・クラスター

欧米亜
クラスター

I:IT, B:Bio, N:Nano-tech,  E:Environment、 地：地域クラスター

･ミニ・クラスター

I

N

B I

N
B

N

I

日本におけるクラスター群（イメージ）
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